
 

  

神奈川県立瀬谷支援学校  

令和４年度 学校評価報告書 実施結果 

 視

点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 31日実施） 

（令和２年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （ ２月 28日実施） 成果と課題 改善方策等 

１ 

教

育

課

程 

 

学

習

指

導 

自立と社会参加をめざ

し、カリキュラムマネジ

メントの視点を踏まえ、

小・中・高一貫した教育

課程の編成と、わかりや

すい授業づくりに取り組

む。 

 

 

 

① 学習内容一覧表 

や各学部、分教室で

の学習のまとめを活

用し、学部を超えた

共有を図り、小学部

から高等部まで 12

年間の系統性・連続

性について意識した

授業づくりに取組

む。 

②社会に開かれた教

育課程編成の実現に

向け、地域資源を活

用した教育実践をま

とめた「モデルプラ

ン」の策定につなげ

る。 

 

 

③わかりやすい授業

の実践に向け、授業

のユニバーサルデザ

イン（UD）化を進め

ている良い実践につ

いて、学部を超えて

情報を共有する。 

① 学部を超えて情報 

共有をするための討

議や他学部の授業参

観の機会を設けるこ

とや授業の中で職員

一人ひとりがより長

期的な視野をもって

授業づくりを行う。 

 

 

② 将来構想チームと 

各学部と連携し、外

部と連携しながら展

開している教育活動

を、系統的、発展的

につなげていくため

に必要な条件を整備

する。 

 

③ 校内の良い実践に 

関する情報を、学部

を超えて共有し、学

びあうための仕組み

を作る。 

① 学部を超えた視点 

を持つことや、系統

性・連続性を意識し

た学習内容を盛り込

んだ授業を計画し実

践することができた

か。 

 

 

 

② 現在実践している 

活動を、小・中・高

一貫した視点から、

「モデルプラン」と

してまとめることが

できたか。 

 

 

 

③ 校内で、他学部の 

実践について情報を

共有することができ

たか。 

① 学部内教科会を中 

心に他学部体験や学部

内の情報共有等を通し

て、他学部他学年の情

報を得ながら、教科担

当としてより良い授業

づくりに取り組むこと

ができた。 

 

 

② 清掃活動について 

他学年や他学部での取

り組み内容や工夫など

を共有し、実際に全体

共有会で映像を見合う

ことができた。 

 

 

 

③ 今年度は「他学部 

体験」として計画し

た。20名の希望があ

り、交換を基本にコー

ディネイトして実施し

た。自分自身の授業や

指導を改めて考える契

機となった。 

① 学部学年によって 

児童生徒の実態も担任

団の状況も様々だが、

今後も教科会を中心と

して内容や工夫点を共

有しつつ学部としてよ

り良い授業づくりに取

り組んでいく。 

 

 

② 今後も系統性・連 

続性を意識した学習内

容を盛り込んだ授業を

計画していく必要があ

る。 

 

 

 

 

③ ある程度、校内で 

他学部の実践について

情報を共有することが

できたが、日常的に他

学部の良い実践に触

れ、参考にしてユニバ

ーサルデザイン化を進

めていく必要がある。 

・各学部分教室、各チー

ムの取組みは評価でき

る。組織として実施し

個々の組織だけではな

く、全体を俯瞰し振り返

り、４年間の目標を確認

しながら進めてほしい。 

 

・学校が社会から求めら

れていることが変わって

きている。「児童生徒の

社会生活とは何か」を十

分考え、ニーズを的確に

とらえ、児童生徒の実態

と生活年齢に合わせて教

育実践をしてほしい。 

・保護者アンケートでは

通学支援に関して高等部

の SB利用に複数意見を

いただいた。 

・ICT機器の導入につい

て、全児童の７割程度整

備されていて、個々の実

態に合わせてアプリの活

用、オンライン授業も実

施しており、それに対す

る需要が広がっているこ

とについて評価できる。 

学部研究の成果を踏ま

え、小学部入学から高

等部卒業までの系統性

や連続性を意識した授

業づくりについて理解

を深めることができ

た。いかに実践につな

げるかが今後の課題で

ある。 

 

清掃活動について、他

学年や他学部での取り

組み内容や工夫などを

共有することができ

た。違う教科や活動に

ついても学部ごとの取

り組みを共有する必要

がある。 

 

「他学部体験」が授業

づくりや授業改善につ

いて、改めて考える契

機となったことを踏ま

え、さらに発展させて

いく必要がある。 

卒業までの 12年間の

系統性・連続性を意識

しながら、ライフキャ

リア教育の視点を持っ

て、今、身につけさせ

たい力を、確認しなが

ら授業実践をしてい

く。 

 

 

それぞれのライフステ

ージでの留意点、工夫

すべき点を共有し、学

習内容の整理を行い、

本校の地域性を踏ま

え、系統的に地域資源

を活用した教育実践に

つなげていく。 

 

教科会や、GL会等にお

いて、他学部の授業見

学や体験が気軽にでき

るようなシステムを改

善し継続して実施する

ことで学校全体の授業

力の向上を図る。 

２ 

児
童
・ 
生
徒
指
導
・
支
援 

チーム支援の視点を重視

し、児童・生徒個々の教

育的ニーズを適切に把握

し、「主体的に学び行動

する力」を育成する指

導・支援を組織的に行

う。 

 

多面的な実態把握を

重視し、客観的なア

セスメントの活用を

さらに進め、結果を

個別教育計画に反映

させる取り組みを、

校内のチームで推進

する。 

 

多面的な実態把握に

向けて、客観的アセ

スメントを継続して

行い、活用時期や活

用方法について検討

を重ねる。 

 

また、児童・生徒の

実態に即したアセス

メントの実施に向

け、情報収集を重ね

る。 

客観的アセスメント

の活用について、個

別教育計画作成に係

る年間計画のサイク

ルの中に位置づける

ことができたか。 

 

客観的なアセスメン

トに関する新しい情

報を収集することが

できたか。 

 

毎年の個別教育計画に

反映できるようなアセ

スメントの実施時期を

検討した。また、学年

ごとに補助シートにつ

いて検討し共有した。 

 

学年ごとの補助シート

や「目指せ満点社会人

への道」、応用行動分

析を活用したアセスの

情報を共有できた。 

実態把握を個別教育計

画に反映させる方法に

ついて、学部学部内で

より一層、共通認識が

できると良い。 

 

 

アセスメントの種類や

時期、内容を再検討し

つつ、引継ぎ資料を作

成し、次年度の計画や

授業づくり、指導につ

なげていく。 

・指導へのヒントとし

て、例えば、SM式社会

能力検査などには限界が

あり、独自のチェックシ

ートを作成する傾向は以

前からある。作っては壊

しの繰り返しとなってい

る。何をもって社会参加

とするかの判断が難しい

状況になっている。継続

して、改良を加えていっ

てほしい。 

今年度は、客観的アセ

スメントのスタンダー

ド化に向けて、議論を

重ねてきた。今後は、

具体的な実践に向けて

組む必要がある。 

 

アセスメントツールの

有効活用については、

次年度以降、実践を深

めながら、学校全体の

授業力向上につなげて

いけるようにしたい。 

客観的アセスメントに

ついて、学部内で共通

認識を持ち、結果を踏

まえてケース会を実施

し、個別教育計画に反

映していく。 

 

アセスメントの有効性

について検証を続けつ

つ、定着したアセスメ

ントは次年度の計画や

授業づくり、指導に継

続して活用する。 

 

（第２号様式）（用紙日本工業規格Ａ３横長型） 

神奈川県教育委員会教育長 殿 

 



  

神奈川県立瀬谷支援学校  

令和４年度 学校評価報告書 実施結果 

 視

点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 17日実施） 

（令和２年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （ ２月 28日実施） 成果と課題 改善方策等 

３ 

進

路

指

導

・

支

援 

一人ひとりの将来の自立

と社会参加のあり方を見

据え、発達段階とライフ

ステージに沿った進路指

導・支援を組織的に行

う。 

 

 

個々の自立と社会参

加のあり方について

キャリア教育の視点

を重視し、個別の重

点課題と各教科の目

標とをリンクさせて

指導・支援に取り組

む。 

教育活動全体全般に

おいて、個々の将来

の自立と社会参加に

向け、成人年齢引き

下げを考慮し、卒業

後の社会生活を見据

えた、自己決定、自

己選択を促す指導を

展開する。 

 

教育活動全般におい

て、個々の自己決

定、自己選択を促す

教育環境を設定し、

より実践的な指導を

展開することができ

たか。 

さまざまな場面で自己

選択・自己決定を意識

した授業や活動を実践

した。選挙体験学習や

模擬投票では地域の方

にご協力いただいた

り、地域の施設を活用

したりするなどして、

より実践的な指導を行

うことができた。 

今後も引き続き、卒業

後の生活を見据え、自

己決定、自己選択を促

す指導を展開し、自立

と社会参加という視点

を意識した指導・支援

に取り組む必要があ

る。 

・厚労省障害雇用部会に

おいて、現在の障害者雇

用率が 2.3%から 2025年

には、2.7%に引き上げら

れる。神奈川県下の特別

支援学校の就職率は、コ

ロナ前 34%、現在 28%,東

京都は、44%→48 %。神

奈川県は努力しなければ

いけない。 

自己選択・自己決定を

意識した授業や活動を

実践した。今後は、選

挙体験学習や模擬投票

のみならず、地域との

協働や、地域の施設の

活用を積極的に取り入

れ、より実践的な指導

を行うことが必要であ

る。 

最新の移行支援に関す

る動向等についての情

報収集に努める。学校

運営協議会の委員から

の意見も求めながら、

引き続き自立と社会参

加という視点を意識し

た指導支援に取り組む

必要がある。 

４ 

地

域

等

と

の

協

働 

共生社会の実現に向け

て、地域におけるセンタ

ー的機能を継続するとと

もに、コミュニティ・ス

クールとして地域との協

働による教育活動を展開

する。 

 

 

 

地域と学校をつなぐ

窓口としての拠点を

整備し、授業実践を

とおして、その活用

についてさらなる検

討を進める。 

地域との協働の在り

方や、その拠点とな

る、F 棟、G 棟の整備

及び活用を推進する

ために、全校職員が

実践例に関する情報

を共有し、新たな提

案を行う。 

F 棟及び G棟の改装後

の活用方法につい

て、校内で意見集約

を行い、実際に活用

を推進させることが

できたか。 

 

活用に向けて G棟内の

ロッカーを整理、移動

するなどの整備を行い

今後の方向性について

検討することができ

た。また、今年度から

の新たな取り組みであ

る地域との協働計画

「にんにく計画」の取

り組みについても全校

で共有することができ

た。        

短期的な目標、中長期

的な目標に分けて整理

し、F棟及びG棟の整備

計画、活用方法につい

て、校内で幅広く意見

集約を行い、実際の活

用につなげていく必要

がある。 

・「にんにく計画」への

参加をはじめとする学校

との協働、交流は、地域

の学校にとって、とても

わかりやすく、大変有意

義であった。今後は、個

別支援級との交流も増や

していきたい。海軍道路

への桜の植樹の活動の一

環として、学校にも苗木

を植えらえるようにした

い。 

G棟内の整備を行い今

後の方向性について検

討することができた。

また、「交流フェステ

ィバル」が 3年ぶりに

開催された。今年度か

らの新たな取組みであ

る地域との協働計画

「にんにく計画」につ

いても全校で共有する

ことができた。        

F棟及びG棟の整備や活

用について、将来構想

チームを中心に検討

し、実際の活用につな

げていく。 

 

「にんにく計画」や

「交流フェスティバ

ル」等を契機に地域と

の協働をさらに発展さ

せていく必要がある。 

５ 

学

校

管

理 

学

校

運

営 

すべての教職員が、教育

課題を適切に把握し、解

決に向けて組織的に対応

していくことのできる学

校体制を確立する。 

教職員一人ひとりが

課題意識を持ち、組

織的対応を意識して

課題解決に主体的に

取り組む。 

 

 

 

特に、本校での教育

実践を保護者や地域

に向けて適切に発信

できるよう努める。 

様々な教育課題に対

して、グループやチ

ームで合意形成をし

ながら積極的に改善

提案ができる仕組み

を作り、業務改善に

つなげる。 

 

日々の教育活動を単

に「コロナ前」に戻

すのではなく新たな

教育活動を組織的に

展開できるよう取り

組む。 

課題解決に向けて、

既存の方法にとらわ

れず、柔軟かつ組織

的に対応することが

できたか。 

 

 

 

新たな教育活動の展

開に、組織的に取り

組むことができた

か。 

 

 

 

ホームページ等を活

用し、地域に向けて

情報を発信すること

ができたか。 

業務改善シートを活用

し、各グループ、チー

ムにおいて、組織的対

応を意識して、個々の

課題や業務の改善につ

なげることができた。 

 

 

Withコロナ、Afterコ

ロナを意識し、コロナ

に左右されない教育活

動を展開することがで

きた。 

 

 

支援学校としての学校

の様子を、地域に向け

てわかりやすく発信し

ていく必要がある。 

引き続き、どこで、誰

が、どのように課題改

善に向けて取り組むの

かを明確にし、組織的

に課題改善を行うシス

テムを定着させること

が課題である。 

 

コロナの分類が、５類

相当に変更されること

を踏まえ、持続可能な

教育活動の展開に取り

組んでいく。 

 

 

ホームページの内容の

充実と更新の頻度をア

ップしていくかが課題

である。 

・学校予算、学校施設及

び設備等の管理、および

整備について、よくわか

った。 

 

 

 

 

・来年度の学校全体の目

標と各学部・グループの

目標設定の際にも、相互

の関連性について関係職

員で議論の上、設定でき

るとよい。 

 

・保護者対象の学校評価

アンケートを実施する際

に、補足の写真資料をつ

けてもらったので、回答

がしやすかった。 

GL会がまとめ役をして

いる「よりよい学校づ

くり、業務改善に向け

た提案」のシステムを

活用し、業務改善に結

び付けることができ

た。 

 

Withコロナ、Afterコ

ロナを意識し、コロナ

に左右されない教育活

動を展開することがで

きた。 

 

 

支援学校としての学校

の様子を、地域に向け

てよりわかりやすく発

信していく必要があ

る。 

組織的に業務改善、課

題改善を行うシステム

を定着させ、個人では

なく、チームで取り組

むことを再確認する。 

 

 

 

今後の学校運営につい

ては国、県の動向や通

知等を踏まえつつ、

ICT活用などを取り入

れ効果的な展開を検討

していく必要がある。 

 

ホームページを充実さ

せるなど地域の関係機

関に積極的に発信し支

援学校としての姿勢を

説明していく。       


